
26 IBS  Annual  Report　研究活動報告  2011

₁．はじめに

人類の生存基盤を脅かす恐れがある地球温暖化に
対して、温暖化防止対策、低炭素社会づくりが、世
界規模で進められてきている。国内でも、これまで、
国や地方自治体、企業を中心に、様々な対策が行わ
れてきたが、昨年 3月の東日本大震災を契機とした
エネルギー政策の抜本的な見直しや、本格的な人口
減少への対応として都市の競争力が問われる等、新
たな転機を迎えており、これまで以上に、各都市の
自立的、効率的な政策実施が求められる。
本稿では、施策立案に貢献する有用な都市評価と
して、各種測定データを用いた現況把握手法や、定
量的な数値モデルを用いた対策効果の分析手法を整
理した。

₂．低炭素社会を取り巻く状況

（1）削減目標の設定状況
日本の温室効果ガスの削減目標は、図− 1に示す

とおり、短・中・長の３つの目標が設定されている。
短期としては、京都議定書目標達成計画において、
2008 ～ 2012 年に、1990 年比で 6%削減が定められ
ている。また、中長期の目標については、2010 年 3
月に閣議決定された地球温暖化対策基本法案におい
て、2020 年までに 25% 削減、2050 年までに 80%
削減するという目標が掲げられている。
日本全体の温室効果ガスの推移をみると、1990
年以降、微増しており、削減には向かっていない。
2009 年に基準年を下回っているが、これは金融危
機による景気後退に伴うエネルギー需要の減少や、
原子力発電所の稼働率が上昇したこと等が要因であ
り 1）、あくまで一時的な落ち込みである。

また、2020 年の中期目標については、2011 年 12
月にダーバンで開催された COP17 で、ポスト京都
の枠組交渉があり、EUが 30% 削減を提案する等、
議論が行われたが国際的な合意には至っていない。
国内では、東日本大震災による福島原発事故の影響
を受けて、原子力発電を前提とした従来のエネル
ギー政策や中期目標の見直しが行われている段階で
あり、現時点では結論が出ていない。

（2）全国の CO2 排出状況（都市分野）
図− 2 は、都市分野との関係性が高い運輸部門

（旅客乗用車）、民生部門の CO2 排出量の変化を示
したものである。旅客乗用車は、2001 年をピーク
に緩やかに減少しており、活動指標である全国の輸
送量も同様の傾向を示している。民生部門について
は、1990 年以降、継続的に増加しており、家屋の
床面積も増加が続いていて、減少に転じる兆しはみ
えない。

（3）地方公共団体の温暖化対策
表− 1は、地方公共団体の対策状況として、温暖

図−1　温室効果ガス排出量の推移と削減目標
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化対策に関する計画策定状況や、協議会参加状況を
整理したものである。新実行計画の策定状況は、全
国の地方公共団体の約 3割であり、関連する協議会
への参加状況は 1割に満たない状況である。県や政
令市は多いが、中核市未満の自治体では、対策状況
に差がみられる。

このように低炭素社会を取り巻く状況として、日
本の削減目標、全国の排出量、地方公共団体の対策
状況を確認した。非常に厳しい目標設定が定められ
ているにも関わらず、温室効果ガスの変動はなく、
都市分野の CO2 に関しては、運輸・民生ともに基
準年の 3割以上と、大幅に上回っている状況である。
更に、温暖化対策については、国や大都市での計
画・活動は進んできているが、全国的な動きには
至っていない状況であり、今後、低炭素社会の実現
に向けて、都市分野の更なる対策推進が求められる。

₃．低炭素社会に向けた都市の課題と
　　　対応の方向性

（1）社会情勢
地方分権の進展に伴い、地方自治体が主体的に対
策を行うことが基本となってくる。しかし、全ての
判断、実施を自治体が行うことは非常に困難であり、
国の支援や、民間との協働が不可欠となる。そのた
め、自治体による対策の検討・実施につながる都市
評価が必要である。
また、今後、高齢化や人口減少によって、地方自
治体の歳入減少が進むと、やれることも限られてく
るため、戦略的な対策実施が重要となる。地域に応
じた対策の絞り込みや、時間軸・空間軸を踏まえて、
実現性を考慮した対策の優先順位づけ等、施策立案
に資する客観的な判断基準、評価手法が求められる。

（2）都市評価
これまでも都市評価については検討されてきたが、
対策効果や実現性の検証例はそれ程多くなく、また、
評価に必要なデータも充分に整備されていない等、
問題は多い。対策効果の検証や、データ収集等を含
めた評価手法の確立が必要である。

₄．都市の CO2 評価の状況

都市における CO2 の評価状況として、都市交通
計画の評価実態や、既存の評価手法を整理した。

（1）評価の実施状況
地方自治体の交通施策の総合的な実行計画である

「都市・地域総合交通戦略」は、2007 ～ 2009 年で、
22 都市が策定している。このうち CO2 排出量の目
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図−2　全国の CO2 排出量の変化（都市分野）

 　表−1　地方公共団体の温暖化対策に関する
　　　　　計画策定・協議会参加状況  

参考 1）地方公共団体実行計画（区域施策編）
地球温暖化対策の推進に関する法律（2008.6 改正）におい
て、都道府県及び特例市以上の地方公共団体に対し、計画
策定が義務づけられた。2010 年時点で、2011 年度策定予
定を含み 561 団体が策定。
参考 2）環境モデル都市
「環境モデル都市」とは、高い目標を掲げて先駆的な取組
にチャレンジする都市を国が選定し、その実現を支援する
ものである。2010 年時点で、13 都市が選定されている。
参考 3）低炭素都市推進協議会
環境モデル都市の優れた取組の全国展開、世界への情報発
信等を目的に、市区町村、道府県、関係省庁、関係団体等
が参加して設立された。2011 年 11 月現在、合計 204 団体
が参加。
参考 4）ICLEI（Local	Governments	for	Sustainability）
「イクレイ−持続可能性をめざす自治体協議会」は、持続
可能な開発を公約した自治体で構成された国際連合組織で
ある。2010 年 7 月現在、世界 70 カ国、1,227 の自治体が
参加。
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標を設定しているのは、8都市（約 3割）となって
いる。（青森市、新潟市、福井市、近江八幡市、北
九州市、熊本市	等）
また、都市圏パーソントリップ調査（以下、都市
圏 PT調査）については、1995 年以降、31 都市圏が
実施している。このうち将来需要予測においてCO2
排出量を評価しているのは、23 都市圏（約 7割）と
なっている。（東京、京阪神、中京、仙台、新潟、西
遠、静岡中部、東駿河湾、富山・高岡、福井、松山、
甲府、高知、函館、岳南、山口・防府、帯広	等）

（2）評価手法の現状
都市の CO2 排出量の評価手法として「地球温暖
化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マ
ニュアル（環境省、2009.6）」があるが、現況の排
出量の把握はできるが、対策効果の把握は難しい。
表− 2は、主に国土交通省の都市評価手法である
が、「低炭素都市づくりガイドライン（国土交通省、
2010.8）」等で、対策効果の把握ができる。

₅．施策立案につながる評価手法

施策立案につながる評価手法として、「都市全体
の現状把握手法」、「現況データを用いた施策抽出手
法」、最後に、交通・都市構造分野における「対策
効果の分析手法」を紹介する。

（1）都市全体の現状把握手法
ａ）レーダーチャートを用いた都市全体の現状把握
図− 3に示すレーダーチャートは、全国都市交通
特性調査の対象都市について、CO2 関連指標を都市
規模別に示したもので、家計調査や国勢調査、都市
計画年報等の全国統計データで作成することができ
る。
自分の都市をこのチャートにプロットすることで、
同規模の都市に比べ、現在の自都市がどのような位
置にいるか把握することができる。

（2）現況データを用いた対策検討手法
ａ）都市圏 PT データを用いた低炭素型都市構造の
　検討（旅客交通）
トリップデータの CO2 分析により、低炭素の視

点から、業務機能を集積させる拠点や、居住機能を
誘導させる生活圏域が、どこが最適か判断できる。
検討例として、西遠都市圏の分析結果を図− 4、

図− 5 に示す。通勤トリップの CO2 排出量をゾー
ン別に分析することで、通勤の増加による CO2 排
出量の増加が、大きいゾーン、小さいゾーンが明ら
かになる。まず、着トリップ当たりの CO2 排出量
の都市圏内の分布をみると、公共交通の利用が多く、
移動距離が短い、浜松駅周辺が小さい。更に、浜松
都心に向かう通勤トリップを対象に、どの出発地が
発トリップ当たりの CO2 排出量が小さいかみると、
都心周辺が小さい。
これらの結果から、浜松都心に都市機能を集積し、
都心周辺に就業者の居住地を誘導することが、省
CO2 化につながる都市構造であることがわかる。

都市カルテ まちかど図鑑 
（SLIM CITY） 

低炭素都市づくり 
ガイドライン 

作成 
主体 

関東地方における都
市構造のあり方に関
する検討会（関東地
方整備局 等） 

岡山大学 国交省 都市・地域
整備局 

使用 
主体 

地方整備局、都道府
県、市町村 

市町村 都道府県、市町村 

使用 
データ 

国勢調査、事業所企
業統計、地域メッシュ
統計、商業統計等 

既存統計、地図情
報、全国PT調査等 

PTデータ、センサス
OD、GISデータ、緑
量データ 等 

目的 
評価項目に関する都
市間比較 

簡便にコンパクト化
施策の効果を評価 

低炭素都市づくり方
策及び対策の効果
分析 

推計 
手法・
内容 

現況値 将来値（都市構造の
比較）、住区群を土
地利用、交通条件等
で類型化し、類型別
原単位で計算 

現況値・将来値（都
市構造の比較）、交
通・都市構造、エネ
ルギー、みどりの３分
野のCO2を推計 

評価 
項目 

・社会的構造：昼間
人口密度、夜間人口
密度、商業中心性 
・時間的構造：産業
構造変化率、既成市
街地発展度 等 

・居住状況：住宅、世
帯、自動車所有、高
齢化率 
・交通負荷：自動車
燃料消費量 
・居住者意識：環境
への配慮、市街地整
備 等 

以下の対策効果 
・交通：自動車、鉄
道、バス 
・都市構造：集約化 
・エネルギー：集合住
宅化、面的エネルギー
・みどり：公園整備、
植樹  等 

使用 
難易度 低 低 低-中 

表−2　既存の都市評価手法

図−3　都市規模別の CO2 関連指標
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ｂ）都市計画基礎調査データを用いた低炭素街区の
　検討（民生家庭・業務）
都市計画基礎調査の建物用途、延べ床面積データ
を用いて、街区別の CO2 排出密度を推計したもの
が図− 6である。容積率が高い街区にはエネルギー
需要が集中しており、排出密度が高いことがわかる。
このような街区を対象に、集中的に対策を実施する
ことで、より大きな省CO2 効果が期待できる。

ｃ）航空写真を用いた太陽光発電の適合建物の把握
　（民生家庭・業務）
ドイツのカールスルーエ市では、自分の建物が太
陽光発電に適しているかWEB上で判断することが
できる。図− 7のように航空写真を用いた方位や屋
根角度等による評価結果が、3段階の適合度で示さ
れている。この取組はミュンヘン市でも行われてお
り、設置補助や発電買取以外の推進方策が積極的に
行われている。

（3）対策効果の分析手法
低炭素都市づくりガイドラインに示されている交
通・都市構造分野の対策効果分析手法として、パー
ソントリップデータを用いた算定と、センサスOD
データを用いた算定の 2つの手法を紹介する。
ａ）パーソントリップデータを用いた算定
図− 8は、都市圏 PT調査で作成される交通需要
予測モデル (4 段階推計法 ) を用いて、対策効果を把

排出密度  

ランク 

街区のサンプル数  

総計  
容積率 600%以上  容積率 800%以上  

 割合   割合  

上位 10 10 8 80% 7 70%

上位 30 30 23 77% 17 57%

表−3　CO2 排出密度の高い街区と容積率
　　　　　　（横浜市全域）

図−６　民生部門の CO2 排出量と容積率
　　　　　　（横浜市中心部）

図−４　到着地別トリップ当たり CO2 排出量（通勤）

　　　　※ http：//www.sonne-trifft-dach.de/
図−７　太陽光発電の建物別適合度

　　　　　　　 （カールスルーエ市）

図−５　浜松都心を到着地とするトリップの出発地
　　別トリップ当たり CO2 排出量（通勤）

　　　　　注）第 3回西遠都市圏 PT調査データ（1995）
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握する手法である。移動距離の短縮は分布交通量、
自動車から公共交通への転換は分担交通量、自動車
の速度向上は配分交通量の推計ステップで考慮し、
それぞれの施策に応じた CO2 排出量を算定するこ
とができる。

ｂ）センサス OD データを用いた算定
図− 9に示すセンサスODデータを用いた算定方

法は、パーソントリップデータがない都市でも適用
できる手法である。但し、施策の影響範囲や削減効
果に設定する参考値はガイドラインに示されていな
いので、これらの値を収集する必要がある。
この手法に適用する参考値として、仙台都市圏等

の PTモデルを用いて推計した削減効果、影響範囲
を施策別に整理したものが表− 4である。これらの
値を設定することで、PT調査未実施の都市でも効
果把握が可能となる。

（4）まとめ
都市全体の現状把握手法として、都市規模別レー
ダーチャートを示した。これにより自都市と他都市
を比較し、都市全体の現状の位置を確認することで、
今後の対策の方向性を判断することができる。
現況データを用いた対策検討手法として、低炭素
型都市構造、低炭素街区、太陽光発電の適合建物を
示した。各対策に関わる CO2 を地域別に分析する
ことで、効果が期待できる有効な実施範囲を検討す
ることができる。
最後に、対策効果の分析手法として、低炭素都市
づくりガイドラインの算定手法を紹介した。この手
法を用いて、対策別に削減効果を推計することで、
自都市に有効な対策を選択することができる。また、
モデルで得られた削減効果を一般化することで、
データ取得が難しく、評価実施が困難な都市へ適用
できることを示した。

図−８　パーソントリップデータを用いた
　　　　　　算定フロー

図−９　センサス OD データを用いた算定フロー

表−４　施策別の CO2 削減効果と影響範囲
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₆． 今後に向けて

現状把握による対策の検討方法、データがない都
市でも対策効果が把握できる評価手法は開発された
が、今後に向けて、更なる評価結果の検証や、デー
タ収集等の蓄積が必要である。

（1）地方自治体による評価実施に必要なこと
国からの技術的支援の更なる充実が必要だと考え
る。データ整備サポートとして、整備手法や整備補
助の提供、データ管理や評価算定ができるツールの
開発・提供が考えられる。また、対策効果の事例や、
評価モデルによる検証結果の蓄積を行っていくこと
も必要となる。
そして、国の支援だけでなく、自治体によるデー
タ整備も重要である。パーソントリップ調査の実施
や、都市計画基礎調査データの GIS 化等、評価に
必要なデータの収集・整備が求められる。

（2）都市の持続可能性を目指すために必要な評価
都市の持続可能性を向上させるためには、CO2 等

の環境面だけでなく、都市経営や生産額等の経済的
視点や、防災・医療等の社会的視点を含めた総合的
な評価が重要となる。
例えば、青森市では、除雪費用の増大が問題とな
り、都市構造のコンパクト化に取組んでいるが、そ
の結果、CO2 削減だけでなく、中心市街地の人口増
につながっている。また、ドイツのミュンヘン市で
は、断熱等の省エネルギー効果が期待できる建物改
修に 1,400 万ユーロの予算を設けている。対策によ
る削減効果とともに、助成によって誘発した民間投
資との関係を図化して、議会の説得材料としている。
他に、近年、開発が進んでいる都市評価モデルでは、
例えば、都市の環境性能を評価できる「CASBEE

都市」や、国土交通省が開発中である「都市マス
タープランの評価モデル」では、環境、経済、社会
のトリプルボトムラインの評価指標が示されている。

₇．おわりに

本稿では、都市の低炭素化に関して、施策立案に
つながる分析手法を考察してきた。今後、これらの
都市評価について、研究開発・普及発展が進み、施
策立案だけでなく PDCAサイクル等の推進体制全
体の中に活用されることで、各都市の低炭素化に向
けた取組が推進されることを期待している。
なお、本論文は、主に、国土交通省都市・地域整
備局都市計画課都市計画調査室の委託業務の成果に
ついて、筆者等がとりまとめたものである。ここに
記して感謝の意を表する。
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